





















　 3 　小　括  （以上まで、本号）
Ⅲ　「沈黙による詐欺」法理における故意要件の作用
Ⅳ　考　察
















































































































（ 2 ）　β 1 類型─詐欺
































典型的には、幾代・前掲書（注 4 ）281頁注（ 3 ）を参照。
（11）　川島・前掲書（注 4 ）299頁、槇悌次『民法総則講義』（有斐閣、1986年）139
頁を参照。







































































































































ことに着目してα 2 類型との共通性を重視するか（ 2 類型志向）が考えら
（19）　信頼の正当性を独自に要件化することに対して加えられた批判の内容について
も、三枝「錯誤・不実表示」（注17）32頁以下を参照。
（20）　中間試案の補足説明第 3 ─ 2 の 3（ 5 ）（商事法務編・前掲書（注18）23頁）。
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（28）　V. J. G. LOCRÉ, La législation civile, commerciale et criminelle de la France : 
ou Commentaire et complément des codes français, tome 12, Paris, 1828, p. 90 ［sic］
＊, 134, 320 et 425. 審議の概略につき、後藤巻則『消費者契約の法理論』（弘文堂、










（30）　C.-B.-M. TOULLIER, Le droit civil français, suivant l’ordre du code, tome 6, 
5e éd., Paris, J. Renouard et cie, 1830, no 88─89, p. 90─91.
（31）　L. LAROMBIÈRE, Théorie et pratique des obligations : ou commentaire des 
titres III et IV, livre III du code civil articles 1101 à 1386, tome 1, Paris, A. Durand, 
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（tromperie）としての性格を帯びるような
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明確な言明

























































（36）　V. not. Th. HUC, Commentaire théorique et pratique du Code civil, tome 7, 
Paris, F. Pichon, 1894, no 36, p. 54 ; G. BAUDRY-LACANTINERIE et A. WAHL, 
Traité théorique et pratique de droit civil, Des obligations, tome 1, 3e éd., Paris, L. 
Larose et L. Tenin, 1906, no 101─102, p. 144─146 ; A. COLIN et H. CAPITANT, 
Cours élémentaire de droit civil français, tome 2, 3e éd., Dalloz, 1921, p. 284 ; M. 
PLANIOL et G. RIPERT （par P. ESMEIN）, Traité pratique de droit civil français, 
tome 6, 2e éd., 1952, no 200, p. 241 ; G. RIPERT et J. BOULANGER, Traité de droit 
civil : d’après le traité de Planiol, tome 2, 1957, no 183, p. 77. これに対し、虚偽の陳
述の取扱いに言及することなく、端的に沈黙による詐欺を論じるものとして、v. R. 
DEMOGUE, Traité des obligations en général, tome 1, Paris, Arthur Rousseau, 


























1923, no 358 et s., p. 561 et s. ; L. JOSSERAND, Cours de droit positif français, 
tome 2, 3e éd., Sirey, 1939, no 98, p. 55 ; Ch. BEUDANT et P. LEREBOURS-
PIGEONNIÈRE, Cours de droit civil français, tome 8, 2e éd., Arthur Rousseau, 
1936, no 137─138, p. 94─95.
（37）　A. MOREL, Cours de droit civil approfondi. Diplome d’études supérieures 

































（39）　G. RIPERT, La règle morale dans les obligations civiles, 4e éd., LGDJ, 1949, no 
48, p. 88─90.
（40）　PLANIOL et RIPERT ［note 36］, no 201, p. 243─244.






































































（45）　G. LYON-CAEN, De l’évolution de la notion de bonne foi, RTDciv., 1946, no 8, 
p. 82.




















































































B ③の要件を考察する。このように対象を限定するのは、A ②および B
③がいずれも情報提供義務論に由来するものであり、したがって沈黙によ
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のであり、Y によって欺罔される
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ことはあり得なかった
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」（傍点引用者）として、詐欺の成立を否定した。



































（54）　以上、P. JOURDAIN, Le devoir de « se » renseigner, D. 1983, Chron., p. 139.
（55）　当 事 者 の 事 業 者 性 が 顧 慮 さ れ る こ と に つ い て は、v. not. Ch. GOLDIE-



















































【Ⅱ─ 2 】破毀院第三民事部2013年 5 月28日判決（pourvoi no 12─12054）






Y が X を欺く意図を有していたとも証明されていない」と判示して、詐欺
（58）　この趣旨の判決として、ゲスタンは、破毀院第一民事部1985年 3 月19日


























































【Ⅱ─ 3 】破毀院第三民事部1981年 2 月 3 日（Bull. civ. III, no 2
（61）
2）
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るよう決意させるために






































（70）　C. LUCAS DE LEYSSAC, L’obligation de renseignements dans les contrats, 
in : Y. LOUSSOUARN et P. LAGARDE （dir.）, L’information en droit privé, 
LGDJ, 1978, no 42─44, p. 330─331.
（71）　LUCAS DE LEYSSAC, art. préc. ［note 70］, no 45, p. 331─332.






【Ⅱ─ 3 】と、次掲の【Ⅱ─ 5 】とである。
【Ⅱ─ 5 】破毀院第一民事部1977年 1 月19日判決（Bull. civ., I, no 40）

























［事実］　Y 夫妻は、A に養魚場を売却し、その代金支払を X が保証した。
その後、Y に養魚業を許可した県のアレテが、第三者からの申立てによっ
て取り消された（なお、この時までに A は破産している）。X は、養魚業の
許可について第三者からの異議申立があったことを秘匿したのは Y の詐欺









【Ⅱ─ 7 】破毀院第一民事部2002年 5 月15日（Bull. civ. I, no 1
（73）
32）





















































































70　　早法 91 巻 4 号（2016）



































































72　　早法 91 巻 4 号（2016）
地で具体化され、それによって X が本件アパルトマンについて有していた
関心を失わせるようなものであることを知らなかったはずはなく
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もまた、相手方が事業者
であることに基づいて推定されると解されていた（推定Ⅱ）。このように
故意の認定が柔軟化されればされるほど、沈黙による詐欺の内実は、情報
提供義務違反、あるいは錯誤法理に近接することとなる。
　そうすると、故意要件が曲がりなりにも維持されていることの実質的な
意義は、もはや失われていると解すべきなのであろうか。Ⅲにおいては、
故意要件が維持されることによって、沈黙による詐欺に対して、情報提供
義務違反一般や錯誤法理とは異なる特性が与えられているのかどうかを検
討することとしよう。
【追記】
　本稿は、本来、浦川道太郎先生の古稀およびご退職を祝賀するために、本
誌91巻 3 号に投稿することを予定して執筆に着手したものである。しかし、
執筆を続けるうちに予定の紙幅を超過してしまったため、同号への投稿を断
念し、本号以下に分載させていただくこととした。遅ればせながら、浦川先
生の今後のご健勝をお祈りして、謹んで拙稿を捧げることをお許しいただき
たい。
　本研究は、JSPS 科研費 JP 26780066の助成を受けたものである。
